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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 30,447 31,237 31,498 31,850 32,072

経常利益 (百万円) 1,006 1,078 986 113 1,372

親会社株主に帰属す

る当期純利益又は親

会社株主に帰属する

当期純損失（△）

(百万円) 625 △52 2 △2,248 1,402

包括利益 (百万円) 655 △1 145 △2,569 1,556

純資産額 (百万円) 17,905 17,432 17,703 14,815 16,052

総資産額 (百万円) 28,927 27,074 25,380 22,700 23,282

１株当たり純資産額 (円) 1,510.09 1,467.85 1,491.12 1,250.34 1,355.46

１株当たり当期純利

益金額又は１株当た

り当期純損失金額

（△）

(円) 52.97 △4.47 0.19 △190.55 118.84

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 61.6 64.0 69.3 65.0 68.7

自己資本利益率 (％) 3.5 △0.3 0.0 △13.9 9.1

株価収益率 (倍) 14.4 △198.9 4,615.8 △4.2 9.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,443 △1,113 617 1,223 727

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 5,253 △157 △458 △79 △141

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △323 △290 △325 △299 △357

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 9,996 8,422 8,284 9,127 9,383

従業員数 (人) 2,113 2,119 2,058 1,979 1,871

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第50期、第52期及び第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。第51期及び第53期については１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 30,401 31,119 31,264 31,423 31,801

経常利益 (百万円) 997 1,063 1,022 194 1,368

当期純利益又は当期

純損失（△）
(百万円) 624 △53 28 △2,215 1,401

資本金 (百万円) 1,970 1,970 1,970 1,970 1,970

発行済株式総数 (千株) 11,800 11,800 11,800 11,800 11,800

純資産額 (百万円) 17,826 17,453 17,598 15,061 16,145

総資産額 (百万円) 28,650 26,584 25,149 22,640 23,081

１株当たり純資産額 (円) 1,510.79 1,479.17 1,491.45 1,276.49 1,368.33

１株当たり配当額

(円)

27.00 27.00 27.00 27.00 27.00

（うち１株当たり中

間配当額）
(13.50) (13.50) (13.50) (13.50) (13.50)

１株当たり当期純利

益金額又は１株当た

り当期純損失金額

（△）

(円) 52.96 △4.50 2.42 △187.75 118.76

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 62.2 65.7 70.0 66.5 70.0

自己資本利益率 (％) 3.5 △0.3 0.2 △13.6 9.0

株価収益率 (倍) 14.4 △197.6 362.4 △4.2 9.4

配当性向 (％) 51.0 － － － 22.7

従業員数 （人） 1,918 1,906 1,877 1,866 1,806

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　２．第50期、第52期及び第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。第51期、第53期については１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

昭和38年11月 日産リース株式会社を設立。タッピング機、その他機械器具の賃貸並びに販売業務を開始。資本

金１百万円。

昭和44年10月 日産コンピュータ株式会社に社名を変更。電子計算機の運用、管理、電子計算機のプログラムの

作成販売、電子計算機及び関連機器の販売を開始。

昭和44年11月 本店を大田区糀谷３－35－２から大田区蒲田４－42－12に移転。

昭和50年６月 富士通株式会社から70％の資本参加を受ける。

昭和51年７月 株式会社ビー・エス・シー（英文社名：Basic Software Corporation）に社名を変更。事業の柱

をコンピュータソフトウェア開発とする。

昭和57年５月 仙台支所（現・仙台開発センター）を開設。

昭和57年11月 本店を大田区蒲田４－42－12から港区新橋２－12－３に移転。

昭和58年７月 東海支所（現・三島開発センター）を開設。

昭和58年10月 ビジネスソフトセンター堂島（現・大阪開発センター）を開設。

昭和60年９月 仙台支所、東海支所、ビジネスソフトセンター堂島を各々仙台支店、沼津支店、大阪支店とす

る。

昭和61年３月 株式会社富士通ビー・エス・シー（英文社名：Fujitsu Basic Software Corporation）に社名を

変更。

昭和61年７月 特定労働者派遣事業の届出を行う。

昭和61年９月 福岡出張所（現・福岡開発センター）を開設。

昭和63年３月 横浜支店を開設。福岡出張所を支店とする。

昭和63年12月 通産省より昭和63年度第１次システムインテグレーターの登録認定を受ける。

平成２年９月 東元商業系統有限公司（東元ＢＳＣ、連結子会社）を香港に設立。（平成22年４月解散）

平成４年７月 北京思元軟件有限公司（ＢＣＬ、現・連結子会社）を北京に設立。

平成６年４月 本店を港区新橋２－12－３から港区芝浦４－15－33に移転するとともに、首都圏の事業所を本店

に集結。

平成８年８月 一般労働者派遣事業の届出を行い認可を受ける。

平成９年１月 ISO9001の認証を取得。

平成９年７月 人材派遣ビジネスの関西地区の拠点として、大阪人材センターを開設。

平成10年１月 人材派遣ビジネスの首都圏の拠点として、東京人材センターを開設。

平成11年６月 英文社名をFUJITSU BROAD SOLUTION & CONSULTING Inc.に変更。

平成12年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成14年９月 事務、営業部門を港区芝浦４－15－33から品川区大崎１－11－２に移転。

平成15年４月 福岡支店を福岡開発センターとする。

平成15年６月 本店を港区芝浦４－15－33から品川区大崎１－11－２に移転。

平成15年７月 首都圏の開発拠点を港区芝浦４－15－33から港区台場２－３－１に移転し、東京開発センターと

する。

平成16年10月 仙台支店、沼津支店及び大阪支店をそれぞれ仙台開発センター、沼津開発センター及び大阪開発

センターとする。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年３月 ISO14001の認証を取得。

平成19年２月 本社事務所を品川区大崎１－11－２から港区台場２－３－１に移転するとともに、首都圏の事業

所を本社事務所に集結。

平成20年10月 プライバシーマークの認証を取得。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

に上場。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社１社、非連結子会社１社及び関連会社１社より構成されており、通信キャリア

システム、民需システム、公共・金融システム、エンベデッドシステム等の各種ソフトウェア開発及びソフトウェア

サービス、パッケージ販売等を主な事業として行っております。

当社の連結子会社には、ソフトウェア開発を主な事業とする北京思元軟件有限公司（中国北京市）があります。当

社は、ソフトウェア開発業務の一部を北京思元軟件有限公司に委託しております。

また、当社は親会社である富士通株式会社にソフトウェア開発及びサービス等のソフトウェア製品を提供すると共

に、富士通株式会社から主にシステム機器等を仕入れております。

なお、非連結子会社の智行科技（蕪湖）有限公司は、現在清算手続中です。

 

当社グループは、セグメント情報を記載していないため、以下のとおり事業区分別に記載しております。

 

＜事業区分＞

（社会基盤・ネットワークシステム）

大手通信キャリアを中心に、企業情報システムや顧客管理システム、ビリング（課金）システムといった各種シス

テムを提供しております。また、ネットワークや通信制御、基盤技術をベースにインフラ構築等の社会基盤システム

や電力・ガス等エネルギー事業者向けのシステムも提供しております。

 

（産業・流通システム）

　製造業（電機、組立、精密、自動車、化学等）、建設、流通、運輸などの民間事業会社や医療機関向けに、生産管

理システム、販売管理システム、勘定系システム、基盤構築等、さまざまな分野のソフトウェアを提供しておりま

す。また、ＥＲＰソリューションも提供しております。

 

（金融・公共システム）

　中央官庁や自治体等の公的機関向けに、人事・給与システムの構築や運用支援等、銀行や証券会社等の金融機関向

けにパッケージ製品を活用した営業支援システム、インフラ構築、運用支援等のサービスを提供しております。

 

（エンベデッドシステム）

モバイル機器、情報家電、カメラといった各種システム機器、自動車の情報系・制御系システムや医療機器等、さ

まざまな機器に組込まれた機能をコントロールするエンベデッド（組込み）システムについて、企画支援から設計・

開発、評価・検証に至るまで、一貫したサービスを各種機器メーカーへ提供しております。

 

（サービス他）

データセンターを活用したアウトソーシングサービスをはじめ、コンサルティング、ネットワーク構築、システム

の運用支援・保守といった各種ソフトウェアサービスやＩＴ分野を広くサポートする技術スタッフの人材派遣サービ

スを提供しております。またセキュリティソフト「FENCE」シリーズ等のパッケージ販売や、スマートデバイスの資

産管理やセキュリティ対策を実現する「FENCE-Mobile RemoteManager」等のクラウドサービスを提供しております。
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＜事業の系統図＞

 

 

４【関係会社の状況】

（親会社）

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の被所有
割合（％）

関係内容

富士通株式会社
神奈川県川崎市
中原区

324,625

ソフトウェア・サー
ビス、情報処理およ
び通信分野の製品の
開発、製造、販売お
よびサービスの提供

56.4

ソフトウェア開発等
の販売先、システム
機器等の仕入、役員
の受入れ

　（注）上記会社は有価証券報告書を提出しております。

 

（連結子会社）

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

北京思元軟件有限公
司

中華人民共和国

(北京市)

千人民元

 7,163

ソフトウェアの開発
及び製品の販売

 51.0

当社ソフトウェア製

品の開発

役員の兼任あり
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　セグメント情報を記載していないため、事業区分別の従業員数を示すと次のとおりであります。

平成29年３月31日現在
 

事業区分の名称 従業員数（人）

社会基盤・ネットワークシステム 451

産業・流通システム 356

金融・公共システム 217

エンベデッドシステム 263

サービス他 285

全社（共通） 299

合　　計 1,871

　（注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員、嘱託、社外への出向社員及び登録派遣社員は含んでおりませ

ん。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているも

のであります。

 

(2）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,806 42.8 18.0 6,696,291

 

事業区分の名称 従業員数（人）

社会基盤・ネットワークシステム 449

産業・流通システム 354

金融・公共システム 217

エンベデッドシステム 263

サービス他 279

全社（共通） 244

合　　計 1,806

 （注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員、嘱託、社外への出向社員及び登録派遣社員は含んでおりませ

ん。

２．平均年間給与は平成28年４月から平成29年３月までの年間給与額及び賞与額の平均であります。

 

(3）労働組合の状況

ａ．名称　　　　富士通ビー・エス・シー労働組合

ｂ．上部団体　　全富士通労働組合連合会

ｃ．結成年月日　昭和59年10月１日

ｄ．組合員数　　1,554人 （平成29年３月31日現在）

ｅ．労使関係　　労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

（事業概要）

当連結会計年度(平成28年４月１日～平成29年３月31日)における国内経済は、政府や日本銀行の経済政策により、

消費者マインドの改善による個人消費の持ち直しや雇用環境の改善傾向が見られ、好調な企業収益を背景に緩やかな

回復基調で推移しました。

しかしながら、中国をはじめとする新興国の景気減速や英国のＥＵ離脱問題、米国の新政権の動向に対する警戒感

から為替相場や株式市場の不安定さが懸念される等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

情報サービス産業においては、ＩｏＴ、ビッグデータ、クラウド等の企業の課題解決と成長に寄与するＩＣＴサー

ビス及び、ＡＩ、自動運転等の先進技術に大きな期待が寄せられる一方、経済の先行き不透明感の継続により、企業

のＩＴ投資意欲も総じて慎重に推移しました。

このような状況の中で当社グループは、新規商談の発掘及び既存顧客からの継続受注獲得に注力する一方で、ア

シュアランス施策を一層強化して不採算プロジェクトを抑制し、利益確保に努めてまいりました。また、社員の意識

改革を主とした会社の体質改善及び将来に向けた経営基盤の強化においても引き続き取り組んでまいりました。

当連結会計年度の売上高については社会基盤・ネットワークシステム、産業・流通システム、金融・公共システム

等のシステムインテグレーションが前年を下回るものの、エンベデッドシステムの大幅な伸長やソリューション・

サービスの売上好調がカバーし、売上高は32,072百万円（前期比0.7％増）となりました。利益面では、不採算プロ

ジェクトの抑制により、営業利益1,414百万円（前期は106百万円）、経常利益1,372百万円（前期は113百万円）と大

きく改善いたしました。親会社株主に帰属する当期純利益は1,402百万円（前期は繰延税金資産の取り崩しにより

2,248百万円の損失）となりました。

 

 

　　　平成29年３月期連結業績（前期比）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 平成28年３月期 平成29年３月期 　前　期　比

  金　額 百分比  金　額 百分比  増減額 増減率

 売上高 31,850 100.0% 32,072 100.0% 221 0.7%

 営業利益 106 0.3% 1,414 4.4% 1,307 －

 経常利益 113 0.4% 1,372 4.3% 1,258 －

 親会社株主に帰属する当期

 純利益
△2,248 △7.1% 1,402 4.4% 3,650 －

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社富士通ビー・エス・シー(E05134)

有価証券報告書

 8/77



（事業区分別の売上高）

事業区分別の売上の概況は次のとおりです。

 

（社会基盤・ネットワークシステム）

売上高は9,484百万円となり、前期に比べ6.0％の減収となりました。ネットワーク関連及び通信キャリア向けが減

少したことが主な要因です。ネットワークについては、キャリア向けの通信制御案件と電力会社向けのネットワーク

マネジメントシステムが大きく縮小したことが影響しました。通信キャリア向けについては、既存の基盤システム開

発について前期に大型の案件があった反動から減少となったことに加え、業務系データベースの更改案件が延伸した

ことが影響しました。また、一部のプロジェクトで開発効率化の観点から多数の要員をパートナー企業へ出向させた

ことも減収の要因となりました。

 

（産業・流通システム）

売上高は5,853百万円となり、前期に比べ7.5％の減収となりました。ソリューションについては順調に拡大しまし

たが、ＳＩ系ビジネスの減少が大きく減収となりました。ソリューション系については、建設業向けＥＲＰパッケー

ジ（ＣＡＰ21）及びＳＡＰソリューション等、既存顧客のリプレース案件等により増加しましたが、ＳＩ案件につい

ては昨年発生した不採算プロジェクトへの対応に要員を割いたことにより新規商談の受注が伸び悩みました。また、

既存顧客の社内システムやストレージ関連が縮小となったことも減収の要因となりました。

 

（金融・公共システム）

売上高は4,960百万円となり、前期に比べ8.1％の減収となりました。数年来、継続していた大手金融機関向けの基

幹システム更改案件の収束が最大の要因です。保険会社向けの新規商談や、全銀為替24時間化対応プロジェクト等、

新たな案件も受注しましたが、大手金融機関向けの基幹システム更改案件の落ち込みをカバーするにはいたりません

でした。

 

（エンベデッドシステム）

売上高は5,268百万円となり、前期に比べ25.7％の大幅な増収となりました。デジタルカメラ分野と車載機関連が

大きく伸びたことが要因です。デジタルカメラは、既存顧客において開発機種数の増加による受注が拡大したことに

加え、新規顧客から大型の開発案件が受注できたことにより拡大しました。車載機関連については、情報系で大型の

受注があり、制御系についてもエンジン制御系を中心に順調に増加しました。

 

（サービス他）

売上高は6,505百万円となり、前期に比べ11.4％の増収となりました。コンシューマ向け配信システム開発案件及

びＫ５関連（※１）が順調に拡大しました。コンシューマ向けコンテンツ配信システムは、動画配信サービスを中心

に拡大しました。Ｋ５関連はクラウド（ＰａａＳ）開発・（ＩａａＳ）インフラ構築/運用サービスが拡大しまし

た。また、セキュリティソリューション（ＦＥＮＣＥシリーズ）も順調に推移しました。

 

（※１）Ｋ５（FUJITSU Cloud Service K5）：富士通のノウハウとオープン技術を融合した、

　　　　新しいクラウドサービス
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 （単位：百万円）

 平成28年３月期 平成29年３月期
前期比

増減額 増減率

社会基盤・ネットワークシステム 10,095 9,484 △610 △6.0%

産業・流通システム 6,327 5,853 △474 △7.5%

金融・公共システム 5,395 4,960 △434 △8.1%

エンベデッドシステム 4,191 5,268 1,076 25.7%

サービス他 5,840 6,505 664 11.4%

合　　計 31,850 32,072 221 0.7%

 
　　 ※平成28年４月１日に実施した事業区分の見直しに伴い、平成28年３月期の売上高を組み替えております。

 

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ256百万円増加し、9,383百万円となり

ました。当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、利益の獲得により727百万円の増加（前期は1,223百万円の増加）となり

ました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、141百万円の減少（前期は79百万円の減少）となりました。これは主に無

形固定資産の取得によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、357百万円の減少（前期は299百万円の減少）となりましたが、これは主

に配当金の支払によるものです。

 

 　　　　（キャッシュ・フローの状況）　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　 　（単位：百万円）

 平成28年３月期 平成29年３月期

営業キャッシュ・フロー 1,223 727

投資キャッシュ・フロー △79 △141

財務キャッシュ・フロー △299 △357

 現金及び現金同等物の期末残高 9,127 9,383

 

 　　　　（参考指標）

 平成28年３月期 平成29年３月期

 自己資本比率（％） 65.0 68.7

 時価ベースの自己資本比率（％） 41.3 56.3

 キャッシュフロー対有利子負債比率（年） 0.1 0.1

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 383.0 213.1

 

※自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注1）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに算出しています。

（注2）キャッシュ・フローは、営業キャッシュフローを利用しております。

（注3）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象

としております。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

　当社グループは、受注販売を基本としてシステムインテグレーション及びサービスを提供しており、その形態は

広範囲かつ多種多様であります。このため、生産実績を定義することが困難であり、また生産実績を金額あるいは

数量で示すことの意義が薄いため、生産実績の記載を省略しております。

 

（2）受注状況

 セグメント情報を記載していないため、当連結会計年度における受注状況を事業区分別に示すと、次のとおりで

あります。

（単位：百万円）

事業区分 受注高 前期比 受注残高 前期比

社会基盤・ネットワークシステム 9,572 △6.2% 1,446 6.4%

産業・流通システム 5,697 △5.1% 1,019 △13.2%

金融・公共システム 4,591 △13.8% 640 △36.5%

エンベデッドシステム 5,280 23.9% 765 1.6%

サービス他 6,931 5.9% 2,310 22.6%

合　　計 32,074 △0.8% 6,183 0.0%

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。

 

（3）販売実績

　セグメント情報を記載していないため、当連結会計年度における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりで

あります。

（単位：百万円）

事業区分
当連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

前期比

社会基盤・ネットワークシステム 9,484 △6.0%

産業・流通システム 5,853 △7.5%

金融・公共システム 4,960 △8.1%

エンベデッドシステム 5,268 25.7%

サービス他 6,505 11.4%

合　　計 32,072 0.7%

（注）１．当社製品は量産品ではなく、仕様が多岐にわたるため数量の記載は行っておりません。

　　　２. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

富士通株式会社 16,291 51.2 17,395 54.2

　　　３．上記金額に消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
 
　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。
 
（1）経営方針

   当社グループは、常に変革に挑戦し続け、快適で安心できるネットワーク社会づくりに貢献し、豊かで夢のあ

る未来を世界中の人々に提供することを企業理念としております。富士通グループの一員として、当社のＤＮＡ

(先進性・独自性、チャレンジ精神）に立ち返り、得意技術を結集し、自らのイノベーションで次世代ＩＣＴ社会

の実現に貢献してまいります。

 

（2）経営戦略及び対処すべき課題

　　 当社グループは、ＩＣＴ業界における事業環境が大きく変化すると予想される中で、新たなビジネスモデルへ

の変革が必要と認識しています。主力事業であるＳＩビジネスにおいては、受託開発を主体とした労働集約型ビ

ジネスから、システム全体のマネジメントを通じたより高い付加価値を提供していけるビジネスへの展開を進め

ます。また、従来のビジネスの枠にとらわれず当社の強みを活かしたより付加価値の高いサービスを目指してま

いります。主力事業であるＳＩビジネスの変革による安定した収益基盤の構築と中長期での新たなビジネス創出

による価値提供の実現を両輪で推進するとともに、その土台となる組織基盤の強化をはかってまいります。

 

①主力ビジネスの進化

　設計・開発・運用・監視等の個別のサービス提供から、お客様のシステム全体のライフサイクルをマネジメ

ントするサービス（ＬＣＭ）に変革するとともに、常にお客様のニーズを的確に把握し、新たな価値（改善・

提案）を提供できる顧客志向の価値提案ビジネスを指向してまいります。

 

②新たな事業の柱を創出

　 ＳＩビジネスを通じて蓄積された当社の強みである特化技術や業務ノウハウのクラウドサービス化、パッ

ケージ化を進め、新たな形でのサービスを提供してまいります。さらに、富士通のデジタル基盤（ＭｅｔａＡ

ｒｃ）への当社製品の搭載を進め、デジタルビジネスへの注力をはかります。また、社外の知見・ノウハウと

の共創を積極的に進め、新たなビジネスの創出をはかります。

 

③変化に強い組織への変革

　社員一人ひとりが環境変化を見極め自らイノベーション（変革・チャレンジ）を起こせるプロ集団を目指し

ます。また、プロセスの効率化による生産性の向上に努めるとともに、「FUJITSU Way」の精神を正しく理解

し、適正な業務運営が行える企業体質の確立を目指します。

 

（3）経営環境

    ＩＣＴ業界においては、通信キャリアや大手金融機関向けの大型の開発案件が収束に向かうことに加え、国内

景気の先行き不透明感を背景に企業のＩＣＴ投資の減速が懸念されています。一方、従来型の企業向けシステム

とは別に、蓄積されたデータを活用した新たなシステム活用が出てきており、Ｆｉｎｔｅｃｈ（金融分野）やオ

ムニチャネル（流通分野）といった新たなイノベーションへの期待が膨らんでいます。また、ＩｏＴ、ＡＩと

いったデジタル技術の活用等、社会の至るところでＩＣＴの活用が進んでおり、従来のＩＣＴ業界の枠組みを超

えた新たなビジネスが生まれており、市場構造の変革が起こりつつあります。

　当社グループは従来の企業向け基幹システム構築に加え、エンベデッドシステムやＩｏＴ、ＡＩといった新た

な技術を融合して、新たな価値を創造するとともにお客様のイノベーションを支援してまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの事業等に関連するリスクとして投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な

ものとしては、以下のものがあります。当社グループは、これらのリスクを十分に認識したうえで、発生の予防・回

避及び発生時の対応に最大限の努力をしてまいります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

 

（競合について）

現在、国内におけるＩＣＴ業界は技術の進歩が著しく、厳しい競合状況にあります。当社グループは、長年に

わたり蓄積された技術やノウハウと営業基盤を背景に、競合他社との差別化や競争力の強化をはかっております

が、将来的に当社グループの取引先に対して、企業規模・技術力・営業力等において強力な競合会社が参入して

きた場合、既存の受注量の確保が困難となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（プロジェクト管理について）

多種多様なプロジェクトを進めていくうえで、技術の高度化や頻繁な仕様変更等により想定以上に開発コスト

が増加した場合、プロジェクトの採算性が悪化する可能性があります。当社グループは、全社的なプロジェクト

マネジメントの管理組織としてＰＡ（プロジェクト・アシュアランス）室を設置し受注条件の精査やプロジェク

トの進捗管理を徹底し、不具合の早期発見と開発コストの抑制に努めております。しかしながら不採算プロジェ

クトの発生を完全には防止できない可能性があります。
 
（開発技術者について）

今後の当社グループの事業拡大には、高度で専門的な技術レベルと豊富な経験を有する開発技術者を、継続的

に相当数確保する必要があります。今後、当社グループが必要とする技術レベルの開発技術者を計画どおり確保

できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（法的規制等について）

当社グループは、環境関連規制をはじめ、法的規制や知的財産に係わる紛争等の影響を受ける可能性がありま

す。当社グループとしては、法的手続きによる権利の保全に万全を期しておりますが、将来的に現在予期し得な

いリスクが顕在化する場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
 
（特定の取引先への依存度について）

当社グループは、富士通株式会社及び富士通グループ会社（以下、富士通グループ）に対して主にソフトウェ

ア開発を提供しております。当社グループは、富士通グループと緊密な連携のもと事業を推進しておりますが、

富士通グループにおいて事業方針の変更等が生じた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
 

（情報セキュリティについて）

当社グループは、業務遂行上やむを得ず顧客が保有するさまざまな機密情報を取り扱う機会があります。社内

にセキュリティ委員会を設置するほか、規程・ガイドラインの整備、社員教育の徹底、ノートパソコンなど持出

し可能な情報機器を中心としたデータ暗号化の実施、メール送信時の添付ファイルの自動暗号化の実施等、さま

ざまな機密情報の漏洩防止策を講じております。しかし、不測の事態等によりこれらの情報が外部に漏洩した場

合、信用の低下等により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
（投融資について）

当社グループは、効率的な業容の拡大、新規分野への事業展開等の実現のため、アライアンス、Ｍ＆Ａといっ

た戦略的投融資を検討してまいります。投融資の実施にあたっては、個々の投融資案件ごとにそのリスクとリ

ターンを充分に評価検討のうえ実施してまいりますが、期待どおりの効果を生まない場合があり、その場合、当

社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
 

（コンプライアンスに関するリスクについて）

当社グループは、富士通グループの一員として、「FUJITSU Way」が定める富士通グループの従業員として厳守

すべき行動規範に則り、社内ルールの浸透と徹底、規範厳守の企業風土の醸成と、そのための社内体制や仕組み

の構築を推進しています。しかしながら、このような施策を講じても、コンプライアンス上のリスクを完全に排

除することはできない可能性があり、国内外の関連法令、規制等に抵触する事態が発生した場合には、当社グ

ループの社会的な信用が低下し、あるいは、多額の課徴金や損害賠償が請求されるなど、当社グループの事業に

悪影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、技術調査研究や新パッケージ製品の開発等が主なものとなります。

 なお、当連結会計年度の研究開発費は57百万円であります。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものです。

（1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び法令に準拠

して表示しております。海外の連結子会社は、各国の会計処理基準に準拠しております。当社グループの連結財

務諸表で採用する重要な会計方針は「第5　経理の状況　1.連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、連結財務諸表の作成にあたって、財政状態や損益に

影響を与えると考えられる要因につき、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があります。当社

グループは、過去の実績や状況を勘案しその時点で合理的と判断される見積りを行なっておりますが、実際の結

果はさまざまな要因により見積りと異なる可能性があります。

 

（2）当連結会計年度の経営成績

① 業績の概況

当連結会計年度の業績の概況につきましては「1.業績等の概要　(1)業績」を参照願います。

 

② 売上

　当連結会計年度は、エンベデッドシステムの大幅な伸長やソリューション・サービスの売上が好調であったこ

とにより売上高は32,072百万円（前期比0.7%増）となりました。

 

③ 利益

　利益については、不採算プロジェクトの抑制により、営業利益1,414百万円（前期は106百万円）、経常利益

1,372百万円（前期は113百万円）と大きく改善いたしました。親会社株主に帰属する当期純利益は1,402百万円

（前期は繰延税金資産の取崩しにより2,248百万円の損失）となりました。
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（3）資本の財源及び資金の流動性について

① 財務政策

　当社グループは、事業活動に十分な資金を保有しており流動性を確保しております。運転資金につきましては

手元資金または銀行借入による調達を基本としております。

 

② 資産及び負債・純資産

（資産）

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ582百万円増加し23,282百万円となりました。流動資産

は、前連結会計年度末に比べ223百万円増加し20,289百万円となりました。その主なものは受取手形及び売掛金

9,617百万円、預け金8,300百万円等であります。預け金は、資金の運用効率の向上を目的として安全で効率の良

い運用をはかっているものであります。また、固定資産は、前連結会計年度末に比べ358百万円増加し2,993百万

円となりました。その主なものは土地1,268百万円等であります。

（負債）

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ655百万円減少し7,229百万円となりました。流動負

債は、前連結会計年度末に比べ228百万円減少し6,730百万円となりました。その主なものは買掛金2,620百万円、

未払費用2,130百万円であります。また、固定負債は、前連結会計年度末に比べ426百万円減少し498百万円となり

ました。その主な減少要因は未払金の減少によるものです。

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ1,237百万円増加し16,052百万円となり、一方、自己資

本比率は負債の減少により、前連結会計年度に比べ3.7ポイント上昇し68.7%となりました。１株当たり純資産額

は前連結会計年度に比べ105.12円増加し1,355.46円となりました。

 

③ キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ256百万円増加し、9,383百万円と

なりました。当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因につきましては「1 業績等の概

要 (2) キャッシュ・フロー」を参照願います。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループの設備投資額は22百万円であり、その主なものは附属設備及び備品等であります。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社の平成29年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりでありま

す。

事業所名
(所在地)

主な事業内容
設備
の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)建物及び

構築物
備品

土地
(面積㎡)

合計

本社事務所

（東京都港区）※

ソフトウェア

開発・営業・

管理事務

開発設備 24 41 － 65 1,475

仙台開発センター

（仙台市青葉区）※

ソフトウェア

開発・営業
開発設備 2 2 － 4 23

三島開発センター

（静岡県三島市）※

ソフトウェア

開発・営業
開発設備 3 3 － 6 67

大阪開発センター

（大阪市中央区）※

ソフトウェア

開発・営業
開発設備 4 2 － 6 162

福岡開発センター

（福岡市早良区）※

ソフトウェア

開発
開発設備 7 2 － 9 79

ＢＳＣレジ白楽

（横浜市神奈川区）
社員寮 厚生施設 114 0

250

(270.30㎡)
364 －

ＢＳＣレジ南行徳

（千葉県市川市）
社員寮 厚生施設 106 0

475

(398.00㎡)
581 －

ＢＳＣレジ欠真間

（千葉県市川市）
社員寮 厚生施設 153 －

542

(444.61㎡)
695 －

　（注）１．当社は、セグメント情報を記載しておりません。

　　　　２．※の事業所は建物の一部を賃借しており、年間の賃借料は607百万円であります。

 

(2）国内子会社

　　該当事項はありません。

 

(3）在外子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      平成28年12月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

事業の内容 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

車両
運搬具

備品
土地
(面積㎡)

合計

北京思元軟件有限公司
中華人民共和国

(北京市)

ソフトウェ

ア開発等
開発設備 26 0 8 － 34 65

　（注）１．当グループは、セグメント情報を記載しておりません。

　　　　２．上記には北京思元軟件有限公司の大連支店、蕪湖支店及び東京支店が含まれております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年６月28日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,800,000  11,800,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 11,800,000  11,800,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

         該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成12年10月４日

（注）
1,000 11,800 1,700 1,970 3,012 3,012

　（注）有償一般募集

（ブックビルディング方式による募集）

発行株数　　　　　1,000,000株

発行価格　　　　　　　5,000円

引受価額　　　　　4,712円50銭

資本組入額　　　　　　1,700円

払込金総額　　4,712,500,000円
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（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 10 60 36 1 4,117 4,228 －

所有株式数（単元） － 3,676 268 72,980 13,933 2 27,124 117,983 1,700

所有株式数の割合

（％）
－ 3.11 0.23 61.86 11.81 0.00 22.99 100.00 －

　（注）１.自己株式542株は「個人その他」に5単元及び「単元未満株式の状況」に42株を含めて記載しております。

　 ２.「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が22単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合
（％）

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１番

１号
6,660 56.44

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタ

ンレーMUFG証券株式会社）

25 Cabot Square, Canary Wharf, London

E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９番７号　

大手町フィナンシャルシティ　サウスタ

ワー）

495 4.19

株式会社尾上企業 東京都世田谷区等々力５丁目９番12号 432 3.66

富士通ビー・エス・シー従業員

持株会

東京都港区台場２丁目３番１号　トレード

ピアお台場
363 3.08

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人　ゴールドマン・

サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB U.K.

（東京都港区六本木６丁目10番１号　六本

木ヒルズ森タワー）

292 2.48

DEUTSCHE BANK AG LONDON-PB

NON-TREATY CLIENTS 613

（常任代理人　ドイツ証券株式

会社）

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT AM

MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号　

山王パークタワー）

214 1.81

永井　詳二 東京都港区 175 1.48

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 168 1.42

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15番１号　品川イ

ンターシティA棟）

146 1.24

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 143 1.21

計 ― 9,092 77.05

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式数は、信託業務に係る株式であります。

２．平成28年12月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、平成28年12月15日現在でタワー

投資顧問株式会社が613千株（持株比率5.19％）の当社株式を保有している旨が記載されておりますが、当事

業年度末における実質所有持株数の確認ができていないため、上記大株主には含めておりません。

３．平成29年３月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、平成29年２月28日現在でシンプ

レクス・アセット・マネジメント株式会社が600千株（持株比率5.09％）の当社株式を保有している旨が記載

されておりますが、当事業年度末における実質所有持株数の確認ができていないため、上記大株主には含め

ておりません。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式

等）
― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式

等）
普通株式　　　　500 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,797,800 117,978 ―

単元未満株式 普通株式　　　1,700 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 11,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 117,978 ―

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,200株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社富士通ビー・エ

ス・シー

東京都港区台場２丁目

３番１号
500 － 500 0.00

計 ― 500 － 500 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

 

（1）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（2）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 542 － 542 －

（注） 当期間における保有自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、株主の皆様に対する継続的かつ安定的な配当を実施するとともに、将来の事業

展開と財務基盤の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、企業価値の増大を通じた株主各位への利益還元を基本

方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機関

は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期の配当につきましては、上記方針に基づき、株主の皆様のご支援にお応えするため、１株当たりの期末配当金

13円50銭を維持して、１株当たり年間配当金は27円（うち中間配当金13円50銭）を実施することと決定しました。

内部留保資金につきましては、各種アライアンスやＭ＆Ａの実施等、今後の事業展開に寄与するかたちで有効に投

資してまいりたいと考えております。

当社は、会社法第454条第5項に規定する中間配当をすることができる旨、定款に定めております。

なお、当期にかかる剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成28年10月25日

取締役会決議
159 13.5

平成29年６月28日

定時株主総会決議
159 13.5
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４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 810 924 964 1,030 1,198

最低（円） 645 731 825 719 702

　（注）　最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高（円） 919 909 1,025 1,118 1,198 1,177

最低（円） 822 842 892 1,008 1,061 1,060

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性10名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社

長
 小島　基 昭和32年８月15日生

 
昭和56年４月 富士通（株）入社

平成13年６月 同社システム本部第一システム
事業部ニュービジネス推進部長

平成17年４月 同社マーケティング本部コーポ
レートブランド室長

平成17年７月 同社第二バンキングソリュー
ション事業本部プロジェクト統
括部長

平成18年６月 同社第二バンキングソリュー
ション事業本部長代理

平成23年11月 同社金融ソリューションビジネ
スグループSVP

平成24年５月 同社金融ソリューション本部
（現 金融システム事業本部）

保険証券ソリューション事業部
長

平成25年６月 当社代表取締役社長 執行役員

社長（現任）
 

(注)2 9,800

取締役

エンベデッド

サービスグ

ループ及びソ

リューション

サービスグ

ループ担当

近藤　陽介 昭和34年10月25日生

 
昭和58年４月 当社入社

平成14年４月 当社ソリューション営業本部第
一ソリューション営業統括部長

平成18年４月 当社通信ユーティリティシステ
ム本部第二システム事業部長

平成19年４月 当社第一システム本部第二シス
テム事業部長

平成20年６月 当社取締役 第一システム本部

副本部長

平成21年６月
 
当社執行役員 第一システム本

部副本部長
 

平成23年６月
 
当社取締役 執行役員 第一シス

テム本部長
 

平成27年７月 当社取締役 執行役員常務 エン

ベデッドサービスグループ及び
ソリューションサービスグルー
プ担当 共通技術・次世代クラ

ウド推進室担当

平成29年６月 当社取締役 執行役員常務 エン

ベデッドサービスグループ及び

ソリューションサービスグルー

プ担当 共通技術室担当 （現

任）
 

(注)2 5,000

取締役

インテグレー

ションサービ

スグループ及

びコーポレー

トグループ担

当

森　修一 昭和32年１月８日生

 
昭和50年４月 富士通（株）入社

平成21年４月 同社NTTデータ事業本部営業統
括部長

平成25年５月 同社NTTデータ・グローバルビ
ジネス本部長

平成26年４月 同社社会基盤ビジネス本部副本
部長

平成26年11月 当社執行役員 経営サポート本

部長兼ビジネスサポート本部長

平成27年７月 当社取締役 執行役員常務

コーポレートグループ担当

戦略ビジネス企画室担当 兼

ビジネスサポート本部長

平成29年６月 当社取締役 執行役員常務 イ

ンテグレーションサービスグ

ループ担当 コーポレートグ

ループ担当 経営企画室担当

兼 ビジネス支援室長（現

任）
 

(注)2 1,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役
コーポレート

グループ担当
鈴木　伸二 昭和36年８月15日生

 
昭和59年４月 富士通（株）入社

平成20年４月 同社インフラサービス事業本部
経理部長

平成22年４月 同社ソリューション事業推進本
部ソリューショングループ経理
部シニアディレクタ兼ビジネス
マネジメント室ビジネス管理部
プロジェクト統括部長

平成24年４月 同社ビジネスマネジメント本部
経理部長

平成24年６月 当社監査役

平成26年６月 北京富士通系統工程有限公司

監事（非常勤）

平成27年８月 富士通（西安）系統工程有限公

司 監査役（非常勤）

平成28年６月 当社取締役 執行役員 中国ビジ

ネス推進室担当

平成29年６月 当社取締役 執行役員常務 コー

ポレートグループ副担当 兼 中

国ビジネス推進室長（現任）
 

(注)2 3,000

取締役

インテグレー

ションサービ

スグループ担

当

宮崎　利美 昭和34年７月19日生

 
昭和55年４月 富士通（株）入社

平成15年３月 同社システムインテグレーショ
ン事業本部第四システムインテ
グレーション事業部プロジェク
ト部長

平成16年６月 同社ＮＴＴ事業本部ドコモシス
テム開発統括部プロジェクト部
長

平成23年５月 同社社会基盤システム本部ドコ
モシステム事業部長

平成25年４月 富士通（中国）信息系統有限公
司出向

平成27年10月 富士通（中国）信息系統有限公
司出向 兼 富士通（株）アジア

ビジネス本部シニアディレク
ター

平成29年４月 当社執行役員常務 プロジェク

トアシュアランス室副担当 イ

ンテグレーションサービスグ
ループ副担当 兼 社会基盤・

ネットワークシステム本部長

平成29年６月 当社取締役 執行役員常務 プロ

ジェクトアシュアランス室副担
当 インテグレーションサービ

スグループ副担当 兼 社会基

盤・ネットワークシステム本部
長（現任）

 

(注)2 2,000

取締役  佐藤　勝彦 昭和33年12月12日生

 
昭和58年４月 富士通（株）入社

平成17年４月 同社小売・サービスビジネス本

部システム事業部長

平成21年６月 （株）富士通システムソリュー

ションズ（現 富士通株式会

社）執行役員

平成28年６月 当社取締役（現任）

平成29年４月 富士通（株）執行役員 兼 グ

ローバルサービスインテグレー

ション部門社会インフラビジネ

スグループ社会基盤システム事

業本部長 兼 セーフティソ

リューション事業本部担当 兼

東京オリンピック・パラリン

ピック推進本部副本部長（現

任）
 

(注)2    ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  小関　雄一 昭和39年３月12日生

 
昭和61年４月 富士通（株）入社

平成20年６月
 
同社ソリューション事業推進本

部グループ経営推進室長
 

平成27年６月
 
同社インテグレーションサービ

ス部門ビジネスマネジメント本

部長
 

平成28年４月 同社執行役員 兼 営業部門ビジ

ネスマネジメント本部長 兼 グ

ローバルサービスインテグレー

ション部門ビジネスマネジメン

ト本部担当 兼 ITMS事業本部担

当 兼 デジタルサービス部門ビ

ジネスマネジメント担当

平成28年６月 当社取締役（現任）

 富士通フロンテック（株）取締

役（監査等委員）（現任）

平成29年４月 富士通（株）執行役員 兼 営業

部門ビジネスマネジメント本部

長 兼 グローバルサービスイン

テグレーション部門ビジネスマ

ネジメント本部担当 兼 ITMS事

業本部担当（現任）
 

(注)2  ―

取締役

（監査等委

員）

 林　完自 昭和33年３月31日生

 
昭和55年４月 富士通（株）入社

平成13年11月 同社トランスポート事業本部事

業企画統括部事業開発部長

平成19年５月 同社テレコム事業推進室長

平成21年６月 同社ビジネスマネジメントセン

ター長

平成23年５月 同社ＮＴＴデータ・グローバル

ビジネス本部長

平成27年４月 Fujitsu Network

Communications,Inc. 出向

平成28年６月 （株）富士通ミッションクリ

ティカルシステムズ常勤監査役

平成28年11月 富士通（株）ミッションクリ

ティカルビジネスグループ長代

理

平成29年４月 当社顧問

平成29年６月 当社取締役（常勤監査等委員）

（現任）
 

(注)3 ―

取締役

（監査等委

員）

 上野　光正 昭和27年11月９日生

 
昭和53年10月 昭和監査法人（現 新日本有限

責任監査法人）入社

昭和57年１月 公認会計士登録

平成14年５月 新日本監査法人（現 新日本有

限責任監査法人）代表社員

平成20年10月 新日本有限責任監査法人 常務

理事

平成21年７月 アーンスト・アンド・ヤング・

トランザクション・アドバイザ

リー・サービス（株）（現 EY

トランザクション・アドバイザ

リー・サービス（株））代表取

締役COO

平成24年６月 兼松グランクス（株）監査役

平成27年６月 ソフトバンク・テクノロジー

（株）常勤監査役（現任）

平成27年６月 当社監査役

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）（現

任）
 

(注)4    ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委

員）

 松岡　俊夫 昭和29年４月７日生

 
昭和53年10月 富士通（株）入社

平成16年６月 同社法務・知的財産権本部審査

法規部長

平成19年８月 株式会社富士通研究所研究支援

推進部長

平成22年４月 同社取締役

平成26年６月 同社常勤監査役

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

平成29年６月 日本高純度化学（株）常勤監査

役（現任）
 

(注)4    ―

    計  20,800

（注）１．上野　光正氏及び松岡　俊夫氏は、社外取締役であります。なお、両氏は、東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員であります。

　　　２．平成29年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　 ３．平成29年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　 ４．平成28年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 　　 ５．当社は、効率的に意思決定及び業務執行ができるよう、執行役員制度を導入しております。執行役員は13

名で、取締役兼務者５名のほか、地引　一利氏、前田　真利氏、阿蘇　秀樹氏、平塚　登氏、野口　和也

氏、仲田　孝司氏、木場　光人氏及び吉原　和浩氏の８名で構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

（企業統治の体制の概要）

当社は、富士通グループの共通理念である「FUJITSU Way」が定める企業理念、企業指針、行動指針及び行動

規範の実践を通じて、富士通グループの一員として持続的な成長と発展を通じた企業価値の向上を目指しており

ます。そのためには、コーポレート・ガバナンスの強化が不可欠であると認識しており、意思決定の透明性と迅

速性、業務執行の効率性及び監督、監視機能の実効性等確保するための経営体制の構築に努めております。

当社は、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が施行されたことに伴い、更なるコーポ

レート・ガバナンスの強化を図るため、平成28年６月28日開催の第53回定時株主総会において、定款の一部を変

更し、同日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたしました。

当社は、企業統治の機関として、取締役会、監査等委員会、経営会議、会計監査人を設置しております。

取締役会は経営監督の機関として、重要な経営方針、重要事項の決定と業務執行状況の監督を行っており、取

締役及び監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という）の出席のもと毎月定例的に開催しておりま

す。また、効率的に意思決定及び業務執行ができるよう執行役員制度を導入しております。重要な業務執行に関

しては、常勤の取締役、執行役員及び常勤の監査等委員で構成し原則として週１回開催する経営会議により、重

要案件の協議、決定及び報告を行うことで効率的に業務執行を行っております。

当社は、監査等委員が取締役会での議決権を有し、内部統制システムを積極的に活用して監査を行うことで

コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図り、企業価値の向上に努めてまいります。

なお、本有価証券報告書提出日現在において、取締役会は、監査等委員を含む取締役10名、監査等委員会は、

監査等委員３名（うち社外取締役２名）で構成されております。

 

　　　　（責任限定契約の内容の概要）

当社と監査等委員林完自氏、上野光正氏及び松岡俊夫氏並びに、非業務執行の取締役佐藤勝彦氏及び小関雄一

氏とは、会社法第427条第1項および当社定款の定めに基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償金の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

 
 

（体制図）
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（企業統治体制を採用する理由）

　当社は、平成28年６月28日開催の定時株主総会において監査等委員会制度を採用することを決議し、財務会計

に関する豊富な経験と専門的な知見を有している社外取締役１名と、企業法務に関する豊富な経験を有している

社外取締役１名をそれぞれ監査等委員として選任しております。監査等委員は、それぞれの経験や知識等を活か

し、経営判断に係る意思決定に加わることによりその専門的見地から適法性や妥当性を判断し提言するととも

に、経営全般に対する客観的かつ外部的視点での監査を行うことにより、経営監査機能を十分に果たし得るもの

と判断しております。

　また当社は、執行役員制度を採用して責任の所在と職務権限の明確化をはかることで業務執行について相互監

視を行う体制を構築しており、その客観性、中立性を確保できる体制にあると判断しております。

　当社は、企業規模等から現行の制度における監督、監査が最も効率的かつ機能的であると判断しており、今後

とも経営環境の変化に応じ、意思決定の透明性と迅速性、業務執行の効率性及び監督、監査機能の実効性等の確

保をはかってまいります。

 

（内部統制システム）

当社は、内部統制システムの整備及びその実施強化に継続的に取り組んでおります。当社の内部管理組織は、

総務、経理、購買、プロジェクト管理等の各業務を統括する管理部門と、実際の営業やソフトウェア開発を行う

営業・開発部門とを明確に区分しております。

業務執行上発生する、受注、発注、購買、プロジェクト開発等、各種の行為については、社内規程により、そ

の重要度に応じて職務権限が明確に規定されており、重要なものについては必ずその業務を統括する管理部門各

所管部の承認が必要となっております。また、特に重要なものは、経営会議及び代表取締役社長の承認が必要と

なっており、職務権限及び各部門の業務分掌の明確な区分により、組織的な社内相互牽制がはかれる体制を構築

しております。

 

（リスク管理システム）

情報漏洩や製品・サービス上のトラブル、自然災害や事故といったさまざまなビジネスリスクに迅速に対応す

るため、全社横断的な組織として社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しております。リスク管理委員会

にはリスク管理専門委員を設置し、発生するリスクの事象に応じそれぞれ専門スタッフが対応するとともに、リ

スクレベルに応じ速やかに経営トップまで情報が伝達されるよう体制を整備しております。

 

（子会社の業務の適正の確保）

当社の子会社の業務の適正を確保するため、関係会社を統括する部門により「関係会社管理規程」に基づき、

子会社の経営者から職務の執行に係る事項の報告を受けることとしています。また子会社を支援する部門を設置

し、適法・適正な業務執行を指導、支援、監督しております。さらに定期的な連絡会等を通じて経営方針、経営

目的達成に向けた課題を共有しております。

 

② 内部監査及び監査等委員会の状況

社内の各業務執行についての監視機能については、社長直轄の組織として経営監査室を設置しており14名（本

有価証券報告書提出日現在）のスタッフを配置しております。経営監査室は、社内の全部門を対象に、法令・社

内諸規則の遵守状況、不正行為の有無、職務遂行の適正性や効率性等、業務全般に対する監査を実施しておりま

す。

また、監査等委員３名のうち２名については社外取締役を登用しております。社外取締役２名のうち、１名は

公認会計士であり、他の１名は当社の親会社である富士通株式会社において企業法務の経験と知識が豊富であ

り、また同社の子会社において監査役としての豊富な経験を有しております。

監査等委員は、取締役会、経営会議といった重要会議への出席等を通じて取締役の職務執行に関わる監視、監

督機能を果たすとともに、経営監査室及び会計監査人とも適宜連携をとり効果的な監査業務の遂行を行っており

ます。監査等委員会の職務を補助すべき組織として監査等委員会室を設置しており、経営監査室のうち１名が監

査等委員会室を兼務し、監査等委員との相互連携を適切に行っております。
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③ 社外取締役

本有価証券報告書提出日現在における社外取締役は２名（いずれも監査等委員）であります。また、当社と各

社外取締役及びその親族との間に、個別に利害関係を有する取引はありません。

当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針を特に定めておりませんが、社外取締役の

選任にあたっては、当社の経営につき適切に監督、監査できる豊富な業務知識と経験を有するものを選任してお

ります。当社の社外取締役は、その独立した立場で有益かつ適切な経営判断を行っており、当社の統治機構の透

明性と妥当性を担保する機能を担っております。また、その独立した立場で客観的な見識に基づく意見や専門的

知識に基づく指摘や提言を行うことにより、取締役の経営判断や業務執行の適正性を監視する機能を担っており

ます。

社外取締役上野光正氏は、公認会計士として長年の経験と専門的な知識を当社の監査に反映させるため、ま

た、松岡俊夫氏は、企業法務の経験と知識を当社への助言・監督に活かすため、社外取締役に選任しており、東

京証券取引所に独立役員として届け出ております。

社外取締役は、経営監査室及び会計監査人とも適宜連携をとり効果的な監督、監査業務の遂行を行っており、

社外取締役がその役割を果たすことにより、当社のコーポレート・ガバナンスはより一層強化されるものと判断

しております。

 
④ 役員の報酬等

a.役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区　分 　 支給人員
報酬の種類

報酬の額
基本報酬

ストック
オプション

賞与
退職慰労
引当金

　取締役

(監査等委員を除く)
10名 75 ― 30 21 126

（うち社外取締役） （2名） (―） （―） （0） （―） （0）

　取締役

（監査等委員）
3名 14 ― 2 1 18

（うち社外取締役） （2名） （5） （―） （―） （―） （5）

　監査役 3名 3 ― 2 0 6

（うち社外監査役） （2名） （0） （―） （0） （―） （0）

計 16名 93 ― 35 23 151

（うち社外役員） （6名） （6） （―） （0） （―） （6）
 
(注)１.当連結会計年度末における取締役（監査等委員を除く）は７名、取締役（監査等委員）は３名（うち社

外取締役は２名）であります。上記人員数には、当事業年度中に辞任した取締役１名、退任した取締役

２名及び監査役３名が含まれております。なお当社は、平成28年６月28日開催の第53回定時株主総会終

結の時をもって監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

   ２.鈴木伸二氏は、第53回定時株主総会において監査役を任期満了により退任した後、取締役に就任したた

め、人数及び支給額について監査役期間は監査役（社外監査役）に、取締役期間は取締役（監査等委員

を除く）に含めて記載しております。

　　３.監査等委員会設置会社移行前の役員の報酬等の限度額は、以下のとおりであります。

　　　（平成18年６月29日開催の第43回定時株主総会決議）

　　　（１） 取締役の報酬等の限度額

　　　　　　 年額140百万円（ただし、使用人分給与は含まない。）

　　　（２） 監査役の報酬等の限度額

　　　　　 　年額30百万円

４.監査等委員会設置会社移行後の役員の報酬等の限度額は、以下のとおりであります。

　　（平成28年６月28日開催の第53回定時株主総会決議）

　 （１） 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の限度額

　　　    　年額300百万円（ただし、使用人分給与は含まない。）

　　 （２） 取締役（監査等委員）の報酬等の限度額

　　     　 年額50百万円

５.上記報酬等のほか、第53回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退任した役員に対し退

職慰労金を以下のとおり支給しております。

    　　　　　・取締役１名に対し21百万円

　　　　　　　 ・上記金額には、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含め開示した退職慰労引当金の繰入

額19百万円が含まれております。
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　　　　　　　 ・退任監査役に対する退職慰労金については、監査等委員会での決定に基づき取締役（監査等委員）の

退任時に支給する予定であります。

６.上記報酬等のほか、当社親会社の子会社から報酬等を受けた社外役員は１名であり、その報酬総額は０

百万円であります。

b.当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

 

⑤ 株式の保有状況

 イ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

 銘柄数 ５銘柄

 貸借対照表計上額の合計額 18百万円

 

 ロ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

 

前事業年度

　特定投資株式

銘　柄
株式数
（千株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

日本信号㈱ 16 15 取引の維持・向上

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

当事業年度

特定投資株式

銘　柄
株式数
（千株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

日本信号㈱ 17 18 取引の維持・向上

みなし保有株式

該当事項はありません。

 

 ハ.保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

⑥ 会計監査の状況

当社は、会計監査人として新日本有限責任監査法人を選任しております。当社の会計監査業務を執行した公認

会計士は、角田伸理之氏、小山浩平氏であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士14名、その他18名であ

ります。法定監査とともに、会計監査人とは適宜意見交換を行い、改善指導、提言等を受けております。

なお、監査等委員、経営監査室及び会計監査人は、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を

密にしており、監査の実効性と効率性の向上をはかっております。

 

⑦ 取締役の定数及び取締役の選任の決議要件

当社の取締役（監査等委員を除く。）は12名以内、監査等委員は４名以内とする旨を定款に定めております。

また、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。
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⑧ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

a. 取締役の責任免除

当社は、取締役がその職務の遂行にあたり、その能力を十分に発揮し期待される役割を果たすことを目的と

して、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項に定める取締役（取締役であったものを含む。）の賠償

責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。また、監査等委員会制度へ移行

前に取締役及び監査役であったものについても同様の旨を定款に定めております。

 

b. 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定により、取締役会

の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

 

⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

（単位：百万円）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

提出会社 64 － 69 －

連結子会社 － － － －

計 64 － 69 －

 

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社では監査報酬決定のための方針は策定しておりませんが、監査日数等を勘案したうえで、会社法の定めに

従い監査等委員会の同意を得て報酬を決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 927 1,083

預け金 8,200 8,300

受取手形及び売掛金 9,598 9,617

たな卸資産 ※１ 220 ※１ 149

繰延税金資産 735 768

その他 390 376

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 20,065 20,289

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 483 ※２ 447

車両運搬具（純額） ※２ 0 ※２ 0

工具、器具及び備品（純額） ※２ 77 ※２ 60

土地 1,268 1,268

有形固定資産合計 1,830 1,777

無形固定資産   

ソフトウエア 253 345

その他 15 4

無形固定資産合計 269 350

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３ 188 ※３ 190

退職給付に係る資産 34 404

その他 312 270

投資その他の資産合計 534 865

固定資産合計 2,634 2,993

資産合計 22,700 23,282

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,534 2,620

短期借入金 82 48

未払金 807 769

未払費用 2,270 2,130

未払法人税等 62 119

役員賞与引当金 17 15

受注損失引当金 270 22

その他 913 1,003

流動負債合計 6,959 6,730

固定負債   

長期未払金 449 -

繰延税金負債 14 75

役員退職慰労引当金 121 113

退職給付に係る負債 165 130

資産除去債務 175 179

固定負債合計 925 498

負債合計 7,885 7,229
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,970 1,970

資本剰余金 3,012 3,012

利益剰余金 10,022 11,105

自己株式 △0 △0

株主資本合計 15,004 16,087

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2 3

為替換算調整勘定 27 22

退職給付に係る調整累計額 △280 △120

その他の包括利益累計額合計 △250 △94

非支配株主持分 61 58

純資産合計 14,815 16,052

負債純資産合計 22,700 23,282
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 31,850 32,072

売上原価 ※１ 27,629 ※１ 26,077

売上総利益 4,221 5,995

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 4,114 ※２,※３ 4,581

営業利益 106 1,414

営業外収益   

受取利息 6 2

受取配当金 7 10

保険事務手数料 8 8

為替差益 - 6

固定資産売却益 - 29

その他 3 1

営業外収益合計 25 58

営業外費用   

支払利息 3 3

事務所移転費用 - 19

事業構造改善費用 - ※４ 60

その他 15 16

営業外費用合計 18 100

経常利益 113 1,372

税金等調整前当期純利益 113 1,372

法人税、住民税及び事業税 11 15

法人税等還付税額 △163 △19

法人税等調整額 2,556 △28

法人税等合計 2,405 △31

当期純利益又は当期純損失（△） △2,291 1,404

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
△42 1

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
△2,248 1,402
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △2,291 1,404

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2 0

為替換算調整勘定 △9 △9

退職給付に係る調整額 △266 160

その他の包括利益合計 ※ △278 ※ 151

包括利益 △2,569 1,556

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △2,522 1,558

非支配株主に係る包括利益 △47 △2
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,970 3,012 12,589 △0 17,571

当期変動額      

剰余金の配当   △318  △318

親会社株主に帰属する当期純
損失（△）

  △2,248  △2,248

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 - - △2,567 △0 △2,567

当期末残高 1,970 3,012 10,022 △0 15,004

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 4 32 △14 23 109 17,703

当期変動額       

剰余金の配当      △318

親会社株主に帰属する当期純
損失（△）

     △2,248

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△2 △4 △266 △274 △47 △321

当期変動額合計 △2 △4 △266 △274 △47 △2,888

当期末残高 2 27 △280 △250 61 14,815
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,970 3,012 10,022 △0 15,004

当期変動額      

剰余金の配当   △318  △318

親会社株主に帰属する当期純
利益

  1,402  1,402

自己株式の取得    － －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 1,083 － 1,083

当期末残高 1,970 3,012 11,105 △0 16,087

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 2 27 △280 △250 61 14,815

当期変動額       

剰余金の配当      △318

親会社株主に帰属する当期純
利益

     1,402

自己株式の取得      －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

0 △4 160 156 △2 153

当期変動額合計 0 △4 160 156 △2 1,237

当期末残高 3 22 △120 △94 58 16,052
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 113 1,372

減価償却費 239 239

受注損失引当金の増減額（△は減少） 270 △247

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16 △7

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 7 △1

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △131 △189

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 105 0

受取利息及び受取配当金 △13 △12

支払利息 3 3

売上債権の増減額（△は増加） 466 △33

たな卸資産の増減額（△は増加） △12 42

仕入債務の増減額（△は減少） 247 60

長期未払金の増減額（△は減少） △477 △449

その他 △25 △68

小計 810 708

利息及び配当金の受取額 13 12

利息の支払額 △3 △3

法人税等の支払額 △5 △11

法人税等の還付額 408 21

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,223 727

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △27 △13

無形固定資産の取得による支出 △42 △168

その他 △9 40

投資活動によるキャッシュ・フロー △79 △141

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 21 △38

配当金の支払額 △321 △318

その他 △0 -

財務活動によるキャッシュ・フロー △299 △357

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 843 256

現金及び現金同等物の期首残高 8,284 9,127

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 9,127 ※ 9,383
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　1社

（連結子会社名）

北京思元軟件有限公司

(2)非連結子会社の数　1社

（非連結子会社名）

智行科技（蕪湖）有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社の総資産額、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

 

　２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない関連会社（㈱ニコンイメージングシステムズ）は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

 

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社である北京思元軟件有限公司の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

 

　４．会計方針に関する事項

　　(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

製品

主に先入先出法による原価法

仕掛品

主に個別法による原価法

なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を切下げております。

　　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　主に定率法を採用しております。平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償

却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　４５～４７年

　工具、器具及び備品　　　５～１０年

②　無形固定資産

市場販売目的のソフトウェアについては、主に見込有効期間（３年）における見込販売数量に基づく償却

方法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては、主に社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。
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　　(3)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

④　受注損失引当金

　受注制作のソフトウェアのうち、当連結会計年度末時点で採算性の悪化が顕在化しているものについて、

損失見込額を計上しております。

　　(4)退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法に

より按分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　なお、前連結会計年度末及び当連結会計年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務の額を超過す

る場合には、投資その他の資産の「退職給付に係る資産」に計上しております。

　　(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

　なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含

めて処理しております。

　　(6)収益及び費用の計上基準

　　　受注制作のソフトウェア

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準を適用し、

その他の場合については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する場合の当連結会計年

度末における進捗度の見積りは、原価比例法を用いております。

　　(7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　　(8)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表への影響額は軽微であります。
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（表示方法の変更）

　　　　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「未収還付法人税等」は金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度においては「流動資産」の「その他」に含めて表示しております。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行なっております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「未収還付法人税等」に表示してい

た21百万円は「その他」として組み替えております。

 

　　　　（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「清算関連費用」は金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度においては「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行なっております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「清算関連費用」に表示してい

た９百万円は「その他」として組み替えております。

 

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「為替差損」は金額的重要性が乏し

くなったため、当連結会計年度においては「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行なっております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「為替差損」に表示していた１

百万円は「その他」として組み替えております。

 

　　　　（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「貸倒引当

金の増減額」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会

計年度の連結財務諸表の組替えを行なっております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「貸倒引当金の増減額」に表示していた５百万円は、「その他」として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

商品及び製品 22百万円 5百万円

仕掛品 198 144

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

　 2,336百万円 2,316百万円

 

※３　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

投資有価証券（株式） 172百万円 172百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

 
　　　　　前連結会計年度
 　　（自　平成27年４月１日
 　　至　平成28年３月31日）

　　　　　当連結会計年度
 　　（自　平成28年４月１日
 　　至　平成29年３月31日）

 270百万円 22百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

従業員給与 1,387百万円 1,716百万円

従業員賞与 407 546

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　 66百万円 57百万円

 

※４事業構造改善費用は、連結子会社において発生したものであります。
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（連結包括利益計算書関係）

 
 ※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △4百万円 1百万円

組替調整額 - －

税効果調整前 △4 1

税効果額 1 0

その他有価証券評価差額金 △2 0

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △9 △9

退職給付に係る調整額：   

　当期発生額 △311 194

　組替調整額 0 21

　　税効果調整前 △311 216

　　税効果額 44 △55

　　退職給付に係る調整額 △266 160

その他の包括利益合計 △278 151

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 11,800,000 － － 11,800,000

合計 11,800,000 － － 11,800,000

自己株式     

普通株式　（注） 498 44 － 542

合計 498 44 － 542

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加44株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 159 13.5 平成27年３月31日 平成27年６月25日

平成27年10月27日

取締役会
普通株式 159 13.5 平成27年９月30日 平成27年11月26日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 159  利益剰余金 13.5 平成28年３月31日 平成28年６月29日
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 11,800,000 － － 11,800,000

合計 11,800,000 － － 11,800,000

自己株式     

普通株式 542 － － 542

合計 542 － － 542

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 159 13.5 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年10月25日

取締役会
普通株式 159 13.5 平成28年９月30日 平成28年11月25日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 159  利益剰余金 13.5 平成29年３月31日 平成29年６月29日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 927百万円 1,083百万円

預け金勘定 8,200 8,300 

現金及び現金同等物 9,127 9,383 
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余剰資金については事業活動に必要な流動性を確保した上で安全性の高

い金融資産で運用しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

主に取引先企業との業務提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金、未払金及び未払費用は、概ね１年以内の支払期日であります。また、一部

の営業債務は海外取引先への外注対価が外貨建てであり、為替の変動リスクに晒されております。長

期未払金は、退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行したことに伴って発生した未払金のう

ち、返済期日が一年を超えるものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、物品の販売、サービスの提供にあたり、与信管理の基準及び手続きに従い、回収リスク

の軽減をはかることとしております。なお、営業債権については、営業部門から独立した部門が取

引先の信用状況を審査し、取引先別に回収期日及び残高を管理し、円滑かつ確実な回収をはかって

おります。

　預金及び預け金は、運用先の多様化を図るとともに、信用力を考慮して運用しております。

　当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価

額により表されております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に為替の変動リスクを把握しておりま

す。

　投資有価証券については、定期的に時価や出資先の財務状況を把握しております。また、出資先

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、資金需要を把握するため、資金収支予測を作成しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 927 927 －

(2）預け金 8,200 8,200 －

(3）受取手形及び売掛金 9,598   

　貸倒引当金（＊） △6   

 9,591 9,591 －

(4) 投資有価証券 15 15 －

資産計 18,733 18,733 －

(1）買掛金 2,534 2,534 －

(2）短期借入金 82 82 －

(3）未払金 807 807 －

(4）未払費用 2,270 2,270 －

(5）長期未払金 449 449 －

負債計 6,143 6,143 －

（＊）主に売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

なお、貸倒引当金は、受取手形、売掛金等に対する控除科目として一括して掲記しております。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 1,083 1,083 －

(2）預け金 8,300 8,300 －

(3）受取手形及び売掛金 9,617   

　貸倒引当金（＊） △6   

 9,611 9,611 －

(4) 投資有価証券 18 18 －

資産計 19,012 19,012 －

(1）買掛金 2,620 2,620 －

(2）短期借入金 48 48 －

(3）未払金 769 769 －

(4）未払費用 2,130 2,130 －

負債計 5,569 5,569 －

（＊）主に売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

なお、貸倒引当金は、受取手形、売掛金等に対する控除科目として一括して掲記しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 預け金、(3) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払費用

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

非上場株式 172 172

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）

投資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 927 － － －

預け金 8,200 － － －

受取手形及び売掛金 9,598 － － －

合計 18,725 － － －

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 1,083 － － －

預け金 8,300 － － －

受取手形及び売掛金 9,617 － － －

合計 19,001 － － －
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４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 82 － － － － －

合計 82 － － － － －

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 48 － － － － －

合計 48 － － － － －

 

（有価証券関係）

その他有価証券

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

①株式 15 11 3

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 15 11 3

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

①株式 － － －

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 － － －

合計 15 11 3

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　172百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

①株式 18 13 4

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 18 13 4

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

①株式 － － －

②債券 － － －

③その他 － － －

小計 － － －

合計 18 13 4

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　172百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社富士通ビー・エス・シー(E05134)

有価証券報告書

50/77



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として、確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を採用してお

ります。なお、当社は平成26年４月１日をもって退職金制度について最終給与比例方式からポイント制へ移行

するとともに、退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へと移行し「退職給付制度間の移行等に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

　また、当社では従業員の退職等に際し割増退職金を支払う場合があります。

 
２．確定給付制度
(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

退職給付債務の期首残高 7,089 7,612
勤務費用 466 476
利息費用 51 23
数理計算上の差異の発生額 253 △275
退職給付の支払額 △247 △282

退職給付債務の期末残高 7,612 7,554

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

年金資産の期首残高 7,243百万円 7,481百万円
期待運用収益 68 71
数理計算上の差異の発生額 △58 △80
事業主からの拠出額 320 457
退職給付の支払額 △93 △102

年金資産の期末残高 7,481 7,828

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に
係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 7,612百万円 7,554百万円

年金資産 △7,481 △7,828

 130 △273
非積立型制度の退職給付債務 - -

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 130 △273

   
退職給付に係る負債 165 130
退職給付に係る資産 △34 △404

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 130 △273
 
(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

勤務費用 466百万円 476百万円
利息費用 51 23
期待運用収益 △68 △71
数理計算上の差異の費用処理額 △16 4
過去勤務費用の費用処理額 17 17

確定給付制度に係る退職給付費用 449 449

（注）前連結会計年度は、上記退職給付費用以外に、退職一時金の割増退職金として特別加算金103百万円を計上し

ております。当連結会計年度は、上記退職給付費用以外に、退職一時金の割増退職金として特別加算金138百万

円を計上しております。
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(5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

過去勤務費用 17百万円 17百万円
数理計算上の差異 △328 198
合　計 △311 216

 
(6）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

未認識過去勤務費用 114百万円 97百万円
未認識数理計算上の差異 217 18
合　計 332 115

 

(7）年金資産に関する事項
①　年金資産の主な内訳
　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
債券 78％ 74％
株式 11 10
現金及び預金 2 7
生保一般勘定 7 7
その他 2 2
合　計 100 100
　（注）１.年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度14％含まれて

おります。
　　　　２.前連結会計年度において、「その他」に含めて表示しておりました「生保一般勘定」は、表示区

分を明確にするため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示の変更に伴い、前連結会計
年度の表示を組み替えております。

　　　　３.前連結会計年度において、「その他」に含めて表示しておりました「生保特別勘定」は、表示区
分を明確にするため、前連結会計年度の表示の組替えを行っております。
　この結果、前連結会計年度の「その他」に表示していた９％は、「債券」６％、「株式」１％、「そ
の他」２％として組み替えております。

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
割引率 0.20～0.40％ 0.44～0.68％
長期期待運用収益率 0.2～1.5％ 0.2～1.5％

 

３．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度124百万円、当連結会計年度123百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税及び未払事業所税 16百万円 34百万円

未払賞与 596  562

無形固定資産 38  28

確定拠出年金移行時未払金 303  159

退職給付に係る負債 1,318  946

資産除去債務 53  54

税務上の繰越欠損金 594  703

その他 217  163

繰延税金資産小計 3,140  2,653

評価性引当額 △2,354  △1,833

繰延税金資産合計 786  819

繰延税金負債    

資産除去費用 △3  △1

退職給付に係る資産 △61  △119

その他 △1  △5

繰延税金負債合計 △65  △126

繰延税金資産の純額 720  692

（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 735百万円 768百万円

固定負債－繰延税金負債 14  75

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

 
 

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.1%  30.9%

（調整）    

役員賞与引当金 4.7  0.9

評価性引当額の増減 2,056.7  △37.9

交際費等永久に損金に算入されない項目 19.0  3.9

住民税均等割 10.2  0.9

法人税等還付税額 △54.9  △1.4

その他 42.3  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2,111.1  △2.3

 

（注）　１．前連結会計年度において、独立掲記しておりました「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」は、重

要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の注記の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」に表示していた16.9%は、

「その他」として組み替えております。

　２．前連結会計年度において、独立掲記しておりました「連結子会社当期純損失」は、重要性が乏しくなったた

め、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の注記の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の「連結子会社当期純損失」に表示していた26.3%は、「その他」として組み替

えております。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

 不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しております。
 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

 使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.84％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。
 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

期首残高 172百万円 175百万円

時の経過による調整額 3 3

期末残高 175 179

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、情報通信分野におけるシステムインテグレーション及びサービスの提供を行なう単一の事

業活動を営んでいるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 
社会基盤シ
ステム

産業・流通・
ヘルスケアシ
ステム

金融・官公
庁・行政シ
ステム

エンベデッ
ドシステム

サービス他 合計

外部顧客への売上高 10,342 6,556 5,734 4,191 5,026 31,850

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高(百万円) 関連するセグメント名

富士通株式会社 16,291
情報通信分野におけるシステムインテグレーション及び
サービスの提供
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 
社会基盤・
ネットワー
クシステム

産業・流通シ
ステム

金融・公共
システム

エンベデッ
ドシステム

サービス他 合計

外部顧客への売上高 9,484 5,853 4,960 5,268 6,505 32,072

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高(百万円) 関連するセグメント名

富士通株式会社 17,395
情報通信分野におけるシステムインテグレーション及び
サービスの提供

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
富士通株式
会社

神奈川県
川崎市
中原区

324,625

通信システム、
情報処理システ
ム及び電子デバ
イスの製造・販
売並びにこれら
に関するサービ
スの提供

（被所有）
直接56.4%

ソフトウェ
ア開発等の
販売先、シ
ステム機器
等の仕入先

ソフトウェ
ア開発等の
販売

16,291 売掛金 5,534

 

　当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
富士通株式
会社

神奈川県
川崎市
中原区

324,625

通信システム、
情報処理システ
ム及び電子デバ
イスの製造・販
売並びにこれら
に関するサービ
スの提供

（被所有）
直接56.4%

ソフトウェ
ア開発等の
販売先、シ
ステム機器
等の仕入先

ソフトウェ
ア開発等の
販売

17,395 売掛金 6,529

 

（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　前連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容又
は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連会社

株式会社
ニコンイ
メージン
グシステ
ムズ

東京都
港区

95
機器組み込み
ファームウェ
アの開発等

（所有）
直接30.0%
 

ソフトウェア
開発等の販売
先

ソフト
ウェア開
発等の販
売

764 売掛金 193

 

　当連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容又
は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連会社

株式会社
ニコンイ
メージン
グシステ
ムズ

東京都
港区

95
機器組み込み
ファームウェ
アの開発等

（所有）
直接30.0%
 

ソフトウェア
開発等の販売
先

ソフト
ウェア開
発等の販
売

1,070 売掛金 399
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（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

　前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社を持
つ会社

富士通キャ
ピタル株式
会社

東京都
港区

100

親会社の国内グ
ループ会社に対
する金銭の貸
付・預り、ファ
クタリング業務

―

資金の預
託、ファク
タリング取
引先

資金の預入
れ

94,100

 
 
 
預け金
 
 
 

8,200

資金の払戻
し

93,200

利息の受取
り

6 ― ―

ファクタリ
ング

10,525 買掛金 804

同一の親
会社を持
つ会社

株式会社富
士通マーケ
ティング

東京都
港区

12,220

コンサルティン
グから、機器販
売、ソフトウェ
ア開発、設置工
事、保守までの
一貫したサービ
スの提供、民需
市場向け商品の
企画、開発、販
売パートナー支
援

―
ソフトウェ
ア開発等の
販売先

ソフトウェ
ア開発等の
販売

702 売掛金 586

同一の親
会社を持
つ会社

株式会社富
士通システ
ムズ・イー
スト

東京都
港区

500

システム企画・
コンサルティン
グ、システム構
築サービス、
業種・業種別
パッケージ開
発、アウトソー
シングサービス

―
ソフトウェ
ア開発等の
販売先

ソフトウェ
ア開発等の
販売

782 売掛金 263

同一の親
会社を持
つ会社

株式会社富
士通システ
ムズ・ウエ
スト

大阪府
大阪市
中央区

500

システムインテ
グレーション、
コンサルティン
グ、クラウド・
アウトソーシン
グサービス、ソ
リューションプ
ロダクトの開
発・販売

―
ソフトウェ
ア開発等の
販売先

ソフトウェ
ア開発等の
販売

760 売掛金 249

同一の親
会社を持
つ会社

株式会社富
士通ミッ
ションクリ
ティカルシ
ステムズ

神奈川県
横浜市
神奈川区

500

コンサルティン
グ事業、システ
ムインテグレー
ション事業、
パッケージソフ
ト事業、アウト
ソーシング事業

―
ソフトウェ
ア開発等の
販売先

ソフトウェ
ア開発等の
販売

771 売掛金 249
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　当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社を持
つ会社

富士通キャ
ピタル株式
会社

東京都
港区

100

親会社の国内グ
ループ会社に対
する金銭の貸
付・預り、ファ
クタリング業務

―

資金の預
託、ファク
タリング取
引先

資金の預入
れ

103,900

 
 
 
預け金
 
 
 

8,300

資金の払戻
し

103,800

利息の受取
り

1 ― ―

ファクタリ
ング

10,295 買掛金 761

 

（注）１．上記（ア）～（ウ）の金額のうち、取引金額（ファクタリングを除く。）には消費税等が含まれておら

ず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）ソフトウェア開発等の販売については、見積書を提示のうえ価格交渉を行い、一般的市場取引と同

様の条件で決定しております。

（２）資金の預入れ、払戻し及び利息の受取りについては、期間及び市中金利等を勘案して決定しており

ます。

（３）買掛金については、当社、当社の仕入先、富士通キャピタル株式会社の三者間で基本契約を締結

し、ファクタリング方式による決済を行っております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

富士通株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場）
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 1,250円34銭 1,355円46銭

１株当たり当期純利益金額又は１株

当たり当期純損失金額（△）
△190円55銭 118円84銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益

１株当たり当期純損失金額であり、
また潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。

潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額又

は親会社株主に帰属する当期純損失金額

（△）（百万円）

△2,248 1,402

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益金額又は親会社株主に帰属する

当期純損失金額（△）（百万円）

△2,248 1,402

期中平均株式数（株） 11,799,471 11,799,458

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 82 48 4.6 －

合計 82 48 － －

（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 7,684 15,553 23,493 32,072

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
190 446 660 1,372

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額

（百万円）

15 634 621 1,402

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
1.34 53.75 52.70 118.84

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

1.34 52.40 △1.04 66.14
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 890 1,004

預け金 8,200 8,300

受取手形 8 0

売掛金 ※１ 9,546 ※１ 9,563

たな卸資産 ※２ 122 ※２ 115

前渡金 ※１ 78 ※１ 68

前払費用 210 196

繰延税金資産 735 768

未収還付法人税等 21 19

その他 ※１ 78 ※１ 168

貸倒引当金 △16 △15

流動資産合計 19,876 20,190

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 440 420

構築物（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 67 52

土地 1,268 1,268

有形固定資産合計 1,776 1,742

無形固定資産   

ソフトウエア 185 209

その他 16 4

無形固定資産合計 202 213

投資その他の資産   

投資有価証券 15 18

関係会社株式 267 267

前払年金費用 201 389

その他 300 259

投資その他の資産合計 785 934

固定資産合計 2,764 2,890

資産合計 22,640 23,081
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 2,506 ※１ 2,576

未払金 ※１ 761 ※１ 732

未払費用 ※１ 2,237 ※１ 2,104

未払法人税等 60 117

未払消費税等 634 713

前受金 ※１ 163 ※１ 171

役員賞与引当金 17 15

受注損失引当金 270 22

その他 113 115

流動負債合計 6,766 6,571

固定負債   

長期未払金 449 -

繰延税金負債 65 71

役員退職慰労引当金 121 113

資産除去債務 175 179

固定負債合計 811 364

負債合計 7,578 6,935

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,970 1,970

資本剰余金   

資本準備金 3,012 3,012

資本剰余金合計 3,012 3,012

利益剰余金   

利益準備金 86 86

その他利益剰余金   

別途積立金 8,735 8,735

繰越利益剰余金 1,256 2,338

利益剰余金合計 10,077 11,160

自己株式 △0 △0

株主資本合計 15,059 16,142

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 3

評価・換算差額等合計 2 3

純資産合計 15,061 16,145

負債純資産合計 22,640 23,081
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 ※１ 31,423 ※１ 31,801

売上原価 ※１ 27,207 ※１ 25,848

売上総利益 4,216 5,952

販売費及び一般管理費 ※２ 4,031 ※２ 4,508

営業利益 184 1,443

営業外収益   

受取利息 6 2

受取配当金 ※１ 7 ※１ 10

その他 9 8

営業外収益合計 23 22

営業外費用   

雑支出 14 97

営業外費用合計 14 97

経常利益 194 1,368

税引前当期純利益 194 1,368

法人税、住民税及び事業税 11 14

法人税等還付税額 △163 △19

法人税等調整額 2,561 △28

法人税等合計 2,409 △33

当期純利益又は当期純損失（△） △2,215 1,401
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費   429 1.6  460 1.7

Ⅱ　労務費   14,260 52.2  13,476 51.0

Ⅲ　外注費   10,993 40.2  11,056 41.8

Ⅳ　経費 ※１  1,658 6.0  1,451 5.5

当期総製造費用   27,342 100.0  26,444 100.0

期首仕掛品たな卸高   111   100  

計   27,454   26,545  

期末仕掛品たな卸高   100   110  

他勘定振替高 ※２  146   589  

当期製品製造原価   27,206   25,845  

期首製品たな卸高   8   8  

計   27,215   25,853  

期末製品たな卸高   8   5  

売上原価   27,207   25,848  

　 原価計算方法

　　 実際個別原価計算を採用しております。

 

（注）※１．経費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

賃借料（百万円） 737 631

旅費（百万円） 310 306

 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

無形固定資産（百万円）
（ソフトウェア）

△39 23

受注損失引当金（百万円） △270 247

販売費及び一般管理費（百万円） 463 308

その他（百万円） △5 8

合計（百万円） 146 589
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,970 3,012 3,012 86 8,735 3,790 12,611 △0 17,593

当期変動額          

剰余金の配当      △318 △318  △318

当期純損失（△）      △2,215 △2,215  △2,215

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

         

当期変動額合計 - - - - - △2,534 △2,534 △0 △2,534

当期末残高 1,970 3,012 3,012 86 8,735 1,256 10,077 △0 15,059

 

    

 評価・換算差額等

純資産合
計

 
その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 4 4 17,598

当期変動額    

剰余金の配当   △318

当期純損失（△）   △2,215

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△2 △2 △2

当期変動額合計 △2 △2 △2,536

当期末残高 2 2 15,061

 

EDINET提出書類

株式会社富士通ビー・エス・シー(E05134)

有価証券報告書

65/77



当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,970 3,012 3,012 86 8,735 1,256 10,077 △0 15,059

当期変動額          

剰余金の配当      △318 △318  △318

当期純利益      1,401 1,401  1,401

自己株式の取得        - -

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

         

当期変動額合計 - - - - - 1,082 1,082 - 1,082

当期末残高 1,970 3,012 3,012 86 8,735 2,338 11,160 △0 16,142

 

    

 評価・換算差額等

純資産合
計

 
その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 2 2 15,061

当期変動額    

剰余金の配当   △318

当期純利益   1,401

自己株式の取得   -

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

0 0 0

当期変動額合計 0 0 1,083

当期末残高 3 3 16,145
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１.有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

 (1) 製品

　　 先入先出法による原価法

 (2) 仕掛品

　　　個別法による原価法

　　　なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を切り下げております。

３．固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物及び構築物　　　４５～４７年

　　　工具、器具及び備品　　５～１０年

　(2) 無形固定資産

　市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（３年）における見込販売数量に基づく償却方

法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法を採用して

おります。

４．引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　過去勤務費用は、一定の年数（10年）による定額法により按分した額を費用処理しております。

　なお、前事業年度末及び当事業年度末において、認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理

計算上の差異等を控除した額を超過する場合には、投資その他の資産の「前払年金費用」に計上しており

ます。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

(5) 受注損失引当金

　受注制作のソフトウェアのうち、当事業年度末時点で採算性の悪化が顕在化しているものについて、損

失見込額を計上しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。
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６．収益及び費用の計上基準

　受注制作のソフトウェア

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準を適用

し、その他の場合については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する場合の当

事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法を用いております。

７. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　(1)消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　(2)退職給付に係る会計処理

 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結財

務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識

数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を加減した額から、年金資産の額を控除した額を前払年金費用

に計上しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、財務諸表への影響額は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

　　　　　※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

短期金銭債権 5,746百万円 7,003百万円

短期金銭債務 138百万円 123百万円

 

         ※２　たな卸資産の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

商品及び製品 22百万円 5百万円

仕掛品 100 110

 

　　　　　　３　保証債務

下記の会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

北京思元軟件有限公司 82百万円 48百万円

 

（損益計算書関係）

　　　　※１　関係会社との取引高

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

営業取引の取引高    

売上高 17,056百万円  18,466百万円

仕入高 216  186

その他 553  556

営業取引以外の取引高 24  64

 

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度21%、当事業年度14%、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度79%、当事業年度86%であります。

　　　　　　　　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　　　　前事業年度
 （自　平成27年４月１日
　 至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

従業員給与 1,348百万円 1,690百万円

従業員賞与 401 540

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式239百万円、関連会社株式28百万

円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式239百万円、関連会社株式28百万円）は、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税及び未払事業所税 16百万円 34百万円

未払賞与 596  562

無形固定資産 38  28

確定拠出年金移行時未払金 303  159

退職給付引当金 1,267  946

資産除去債務 53  54

税務上の繰越欠損金 594  703

その他 217  163

繰延税金資産小計 3,089  2,652

評価性引当額 △2,354  △1,833

繰延税金資産合計 735  819

繰延税金負債    

資産除去費用 △3  △1

前払年金費用 △61  △119

その他 △1  △1

繰延税金負債合計 △65  △122

繰延税金資産の純額 669  697

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
 
 

当事業年度
(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.1%  30.9%

（調整）    

役員賞与引当金 2.8  0.9

評価性引当額の増減 1,207.5  △38.1

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.2  3.9

住民税均等割 6.0  0.9

法人税等還付税額 △32.2  △1.4

その他 13.4  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1,241.6  △2.4

 

（注）　前事業年度において、独立掲記しておりました「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」は、重要性

が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前事業年度の注記の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」に表示していた9.9%は、「その

他」として組み替えております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産 建物 440 13 2 30 420 1,612

 構築物 0 － － 0 0 30

 工具、器具及び備品 67 8 1 21 52 475

 土地 1,268 － － － 1,268 －

 計 1,776 21 3 52 1,742 2,117

無形固定資産 ソフトウェア 185 133 － 110 209 －

 その他 16 1 13 0 4 －

 計 202 134 13 110 213 －

（注）ソフトウェアの当期増加額は、主に販売目的のソフトウェアによるものであります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 16 15 16 15

役員賞与引当金 17 15 17 15

受注損失引当金 270 22 270 22

役員退職慰労引当金 121 39 46 113

（注）１．役員賞与引当金の当期末残高には、執行役員に対する引当金1百万円が含まれております。

　　　２．役員退職慰労引当金の当期末残高には、執行役員に対する引当金58百万円が含まれております。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　　　　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

①　決算日後の状況

　特記すべき事項はありません。

②　訴訟

　特記すべき事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行

う。

公告掲載URL

http://www.bsc.fujitsu.com/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の

　　　　権利を有しておりません。

　　　　(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　　(2)取得請求権付株式の取得を請求する権利

　　　　(3)募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の7第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第53期）（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月29日関東財務局長に提出

 

 (2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月29日関東財務局長に提出

 

 (3) 四半期報告書及び確認書

第54期第１四半期（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月10日関東財務局長に提出

第54期第２四半期（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月10日関東財務局長に提出

第54期第３四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月10日関東財務局長に提出

 

 (4) 臨時報告書

平成28年６月30日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成29年６月28日

株式会社富士通ビー・エス・シー  

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 角田　　伸理之　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小山　　浩平　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社富士通ビー・エス・シーの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社富士通ビー・エス・シー及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社富士通ビー・エス・

シーの平成29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社富士通ビー・エス・シーが平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。

ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成29年６月28日

株式会社富士通ビー・エス・シー  

 

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 角田　　伸理之　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小山　　浩平　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社富士通ビー・エス・シーの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

富士通ビー・エス・シーの平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。

ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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